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平成２１年度 事業計画（案） 
 

わが国の経済は、アメリカのサブプライムローンに端を発した金融危機を契機に世界経済の

同時不況の嵐が吹き荒れ、多くの日本のトップ企業が赤字転落するなど、かつてないほどの厳

しい状況の中にある。雇用情勢の悪化はさらに進み、企業のリストラによる大量失業者の発生を

みている。国内でも、個人消費の伸び悩みから多くの中小企業が売り上げ不振にあえぎ、民間

設備投資や公共事業の大幅減少による建設関連事業も苦戦を強いられている。 

当市においては、郊外型大型店ポスフールが昨年オープンし、中心市街地での廃業が進む

中、中心市街地活性化のための基本計画策定に向けて、当所まちづくり委員会において検討

を重ね、昨年２８事業を提案した。そのような状況下で、駅横の再開発計画は、市有地の売却を

名寄市がコープさっぽろに断ったことにより、昨年末に出店計画を提出した㈱西條の計画案が

実現性を帯びてきた。名寄市は国へ基本計画事業案として当所がまとめた２８事業案を説明し

たところ、事業の熟度が足りないと指導されたとして、国への中心市街地活性化基本計画を断

念するとのことである。当所としては、中心市街地活性化に対する、市として国の認定をクリア出

来得る市の独自案（考え）を示してもらい、活性化協議会にて市民各層と意見集約を図り、そし

て、次の段階として国への基本計画申請へと進むものと考えていた。今回中活法による計画を

断念するという見解は、議論が不充分であり計画断念を決断するという方向を示すことは拙速す

ぎるのではないのか、また、計画策定への熱意・努力が不充分なのではないのかと考えるところ

でまことに残念でならない。今後、本当に基本計画策定が無理なのか検証するとともに、もし無

理であれば、それに変わりうるような名寄市独自の中心市街地活性化計画策定により、単独の

再開発事業をバラバラに進めるのではなく、総合的・将来的な観点からの中心市街地活性化を

強く望むところであり、そのための努力を重ねていく。 

地域振興策としては、昨年２回のプレミア付地域商品券販売事業を名寄市の補助を受け実

施したが、今年度は通年使用可能な地域商品券発行に取り組む。 

今年は中期防衛大綱が見直される年でもあり、北海道の自衛隊員の削減問題が浮上してお

り、国の防衛上も、更に駐屯地が存在する名寄市としては地域振興上も大きく影響することから、

名寄市と連携しながら自衛隊員削減反対運動を展開する。 

本年は昨年度に引き続き「なよろブランド」創造研究事業を実施し、地域ブランド創出に向け

て意見交換していくとともに、農商工連携の推進組織としての「地域北産協」の立ち上げに向け

て検討を進める。更に、昨年度より始まった産学連携としての名寄市立大学との実効ある連携

強化を図っていく。 

 会員事業所対応については、高齢化や多様化する経営相談・指導に対処するため、巡回相

談を進めるとともに職員の資質向上に一層の努力をしていく。また、商工会議所の運営基盤とな

る会員組織についても拡充強化するべく、会員加入促進運動を展開する。加えて、商工会議所

運営のための議員会・委員会・部会などの活性化を図るとともに、組織強化と財政健全化に向

けて検討する。 

以上、当会議所に課せられた使命を認識するとともに、「役に立つ商工会議所」として、更な

る地域振興のため「行動する商工会議所」を自覚しながら、平成２１年度の重点事業・特別事業

を別記のとおり定め、積極的な商工会議所活動の推進に努めていくこととする。 
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【重点事業項目】 
 
１．中小・小規模事業対策の推進 

・ 経営相談・指導業務の充実と推進強化    

・ 金融・税制対策の推進 

 

２．商工業の振興 

・ コンパクトなまちづくりの推進（中心市街地活性化計画の早期策定） 

・ 大型店出店対策の検討 

・ 消費者サービス事業の推進と商店街ソフト事業の検討   

  

３．ＩＴ活用推進 

・ インターネット活用による情報収集・提供   

・ 電子商取引対策の推進 

・ 光ファイバーの普及促進（未設置地域の設置促進） 

   

４．地域振興事業の促進、及び政策提言活動の実施 

・ 産学官連携推進 

・ 地域ブランド創出と農商工連携の推進        

・ 道路交通網の整備・促進 

①士別・剣淵～多寄間の早期完成と多寄～名寄間の早期着工 

②名寄バイパスの活用促進 

③開発道路名寄～遠別線の早期完成 

・ 道立公園サンピラーパークの利活用促進 

・ 豊栄川河川改修に伴う整備の推進 

・ サンルダムの早期完成  

・ 地域医療の充実強化 

 

【特別事業項目】 
 
１．北方領土の返還運動の推進 

 
２．北海道新幹線建設促進運動 

    

   3．北海道開発局の体制維持と北海道開発の枠組み堅持に関する要望 

 

   ４．自衛隊の現体制維持に対する要望 
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１．総括的事業活動 

（１）地域振興事業の促進と政策提言要望活動の推進 

①地域振興事業推進要望活動 

・地域交通基盤整備促進（高速自動車道・高規格道路の整備促進等） 

・サンルダムの早期完成 

②農商工連携に向けた事業の実施 

③北海道の自衛隊現体制維持を求める要請活動 

・決起大会（５月１４日 札幌パークホテル）への参加と署名活動 

④豊栄川の河川改修に伴う環境・景観整備促進 

⑤産学官の交流促進 

・名寄市立大学との連携と交流促進 

⑥地域振興（開発）懇談会の開催（関係機関との懇談） 

⑦交流人口の拡大と各種大会・会議等の誘致活動 

⑧地域医療の充実強化への要望活動と連携 

⑨その他地域振興に関する各種要望・政策提言活動 

（２）地域産業情報化の推進 

①インターネット活用推進 

②光ファイバーの普及促進 

・未設置地域への設置促進（中央通りから北の地域） 

③情報提供の推進 

・商工会議所ホームページの充実 

・会報ほか会員への情報提供手段の充実 

 

（３）商工会議所組織と財政の見直し検討 

（４）議員・委員会・部会・青年部活動の推進 

（５）相談指導業務の充実と小規模事業対策の推進 

（６）新会員加入促進 

（７）表彰の実施 

・表彰規定に基づく永年勤続役議員の顕彰ならびに職員の表彰 

・産業表彰の実施 

（８）近隣地域商工会等との交流・懇談会の実施 

（９）個人情報保護対策の普及と推進 
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２．商業振興に関する事業活動 

（１）商業活性化事業の推進と要望活動 

①中心市街地活性化への取り組み 

・「中心市街地活性化基本計画」の早期策定、並びに関係施策の推進・実施につい

て要望 

・商業活性化ソフト事業の検討と商店街イベント・装飾事業等への協力 

②名寄市中小企業振興条例の活用 

・活用促進に向けた積極的な PR活動の実施 

・「商店街空き地空き店舗活用事業」・「中心市街地近代化事業」・「商店街環境整備

促進事業」他商業活性化に関する補助事業の対象基準・限度額等の見直しについ

て検討・要望 

③大型店出店への対策・対応 

・駅横市有地他の利活用計画について検討・要望 

・道のガイドラインの見直し要望（都市規模や地域事情に応じた面積基準への引き下

げ：大型商業施設１０，０００㎡以上⇒１，０００㎡程度）と市独自のガイドライン制度の

創設について検討・要望 

・地場産品の活用・地域イベントへの協力等、実効性ある地域貢献計画書（報告書）

の内容について検討・要望 

 

（２）地産地消への取り組み 

①地域ブランド創出研究事業の実施 

・地域資源を活用した商品開発に向け、商工業者に対する研修会事業の実施（なよ

ろブランド創出研究事業：財団法人中小企業基盤整備機構助成事業） 

・地域北産協（一次産品を活用したブランド開発・販路拡大を図る目的で設立する団

体：農協・会議所等で組織）組織の立ち上げ検討 

②道の駅を活用した地域特産品の販売促進    

 

（３）消費者サービス事業の推進 

①なよろ地域商品券販売事業の検討・実施と支援要望 

・バイなよろ運動推進の契機づけと地域内販売促進を図るための取り組みとして、使

用期間限定なしの「なよろ地域商品券」販売事業（通年販売）の検討・実施 

②消費者との意見交換会の実施 

・市民ニーズに基づいた事業立案に向け、各市民団体との意見交換会の実施 
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③販売促進サービス事業（売り出し、ポイントカード等）の実施ならびに研究 

 

 

（４）調査・研究・情報・視察事業の推進 

①各種調査の実施 

・交通量調査（中心地区と郊外地区の交通量状況把握）の実施 

・中心市街地空店舗情報発信事業の検討・実施（商店街区の魅力を高めるため、空

店舗の最新情報をＨＰにて掲載し、新規出店・チャレンジショップ等出店促進を図る

事業） 

②商業視察の実施 

・商業活性化先進事例の調査・視察事業の実施 

③商店街若手後継者育成事業の実施 

・商店街若手後継者が次代の活力ある商店街づくりを考える取り組みと組織化を図る

ための研修事業・意見交換会の実施 

④個店の魅力を高めるための店舗改修等簡易診断の実施（北海道中小企業総合支援

センター協力予定） 

 

（５）各種行事への参加と協賛 

 

（６）その他商業振興に関すること 
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３．工業振興に関する事業活動 

（１）工業振興施策の推進と要望活動 

①公共事業創出・確保対策 

・国、道事業等への地元企業の指名（下請け）への参加要請 

・景気対策として市施策事業の実施等について、事業量の確保並びに地元企業への優

先発注について要望 

・市民ニーズに沿った住宅リフォーム事業の継続並びに緩和について要望 

②各種補助制度、助成金等の活用 

・活用促進に向けた積極的な PR活動の実施 

・名寄市中小企業振興条例、名寄市企業立地促進条例他工業振興に関する補助制

度の見直し等について検討・要望 

 

（２）地産地消への取り組み 

地域ブランド創出研究事業の実施 

・地域資源を活用した商品開発に向け、商工業者に対する研修会事業の実施（なよ

ろブランド創出研究事業：財団法人中小企業基盤整備機構助成事業） 

・地域北産協（一次産品を活用したブランド開発・販路拡大を図る目的で設立する団

体：農協・会議所等で組織）組織の立ち上げ検討 

 

（３）容器包装リサイクル法による受託業務（再商品化特定事業者申請手続き）の推進 

        

（４）ＩＳＯ（国際標準化＝品質マネージメントシステム）認証制度の活用推進 

北海道環境マネジメントシステムスタンダード（ＨＥＳ）の推進 

 

（５）調査・研究活動の推進 

①地域振興事業に関する視察研修並びに勉強会の実施 

②名寄市立大学との連携事業の実施 

③ＰＦＩの推進に関する調査研究並びに関係機関との懇談会開催 

④創業・経営革新への研究、相談体制の充実 

⑤工業振興に関する各種セミナーの開催 

 

（６）その他工業振興に関すること 
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４．労務厚生に関する事業活動 

（１）経営者ならびに従業員に対する福利厚生対策の推進 

①永年勤続商工従業員の表彰 

②各種共済制度の加入促進 

・退職金共済制度、各種会員共済制度の加入促進 

・勤労者共済制度の加入促進 

③健康維持と増進 

・医療制度改正の周知 

・健康教室の名寄市（保健センター）との共催 

④親睦交流事業の実施 

･パークゴルフ大会の開催 

⑤全道商工会議所共通サービス事業（ＣＣＩＳ）の紹介と利用促進 

（２）雇用対策の推進 

①新規学卒者雇用対策の推進 

②自衛隊等定年退職者の定住対策の推進と雇用情報の収集・提供 

③季節労働者等の通年雇用対策の推進 

④６５歳定年制導入の推進 

⑤インターネットを利用した求人情報の収集と提供 

・当所ホームページへの求人情報掲載 

（３）職場体験実習事業への協力 

①高校生によるインターンシップ事業への支援協力 

②中学生による職場体験実習への支援協力 

（４）その他の事業 

①上川北部人材開発センターの利用促進 

②労働福祉関係制度融資等の利用促進 

③労働保険事務組合への加入奨励と運営充実 

④健康保険・厚生年金相談窓口の継続要請 

（５）その他労務厚生に関すること 
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５．運輸観光に関する事業活動 
 

（１）道路、交通等地域開発に関する陳情と要望活動 

①士別剣淵～士別市多寄間（12 ㎞）高速道路の早期完成 

②士別市多寄～名寄間の整備区間決定に向けての要請活動推進 

③名寄バイパスの活用促進 

④開発道路名寄～遠別線の早期完成 

⑤豊栄川改修事業の早期完成 

 

（２）観光振興及び交流人口対策に関する陳情・要望活動 

①市内観光施設の整備と充実 

ひまわり畑周辺を含めた施設の整備促進（智恵文・サンピラーパークなど） 

②道立広域公園サンピラーパークの多目的有効利用促進の PR活動 

③ＮＰＯ法人なよろ観光まちづくり協会事業への支援協力 

④冬の観光やイベントへの協力とＰＲ活動支援協力 

・スノーモービルランドのＰＲ活動への支援協力 

・体験観光の支援、検討 

⑤道の駅「もち米の里☆なよろ」を活用した交流人口の拡大 

 

（３）その他運輸・観光事業の推進 

①先進地観光地視察の実施 

先進観光地ならびにイベント等の視察 

②市内観光施設等の視察 

市内観光施設の現状認識と老朽施設への改善要望活動 

③地域緑化事業の推進 

名寄公園等への植樹 

④高速交通体系と地域観光ビジョンの策定についての検討 

高速道路のインターチェンジ周辺の利活用の検討 

⑤インターネットでの観光情報利用の推進 

⑥デマンド交通システムの調査研究 
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６．金融及び税制に関する事業活動 

（１）金融指導、相談事業の推進 

①小企業等経営改善資金（マルケイ）資金の融資斡旋 

②制度融資をはじめ各種金融の利用推進 

③金融の安定化対策と融資条件の緩和推進 

④倒産防止特別相談室の活用推進 

⑤各種補助制度の情報提供 

 

（２）税制対策の推進 

① ｅ―ｔａｘの普及推進 

②税務相談、指導の充実 

巡回相談の実施 

③税制改正など要望活動の実施 

国税・地方税の改正要望活動の実施 

④税法の研究と申告納税制度の推進 

   

７．商工技術検定に関する事業活動 

（１）簿記検定試験                    ３回 

（２）販売士検定試験の実施           ２回 

（３）新規検定試験の検討 

 

８．特定商工業者法定台帳の管理運用に関する事業活動 
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９．関連団体事業活動の推進・連携支援 

・社団法人  名寄地方法人会 

・社団法人  名寄地方法人会名寄会 

・社団法人 名寄地方法人会青年部会 

・社団法人 名寄地方法人会女性部会 

・名寄青色申告会 

・名寄青色申告会女性部 

・名寄税務署管内青色申告会連合会 

・名寄間税会 

・名寄地区労働保険事務組合協議会 

・名寄市商店街連合会 

・名寄地方自衛隊協力会 

・名寄市自衛隊後援会 

・名寄自衛隊退職者雇用協議会 

・名寄警察官友の会 

・名寄地区暴力追放運動推進協議会 

・名寄ロータリークラブ 

・名寄市勤労者共済会 

 




